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14. 平成24年 経済センサス-活動調査 













28. GO DJの全体図と基盤 



































































6,437 9兆 9,268億円 約2.0％ 
東日本大震災 
(2011年3月 11日) 
18,684 約16兆9,000億円 約3.5％ 
ハリケーン・カトリーナ 
(2005年 8月23－31日) 


























































































































































































図表 3 から明らかなように、平成 23 年 7 月～9 月期を境にして、業況判断として「良い」は急激に増
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兵庫 5.24% 5.06% 2.90% 4.50% 
全国 4.73% 4.42% 2.63% 3.99% 
全国 
順位 





































































































































































































































































































































































































































































社会システムの変化では、その後、Bates の研究がある(広瀬,1982)。広瀬によれば、Bates らは 1957
年にルイジアナ州を襲ったハリケーン・オードリーの影響を調査して分析した結果、「災害は社会システム
の変化を加速し、もし災害がなければもっと緩やかであったあったであろう変化をより急激なものにする」




















外的ショックからの極端な成長例としては、1871 年のシカゴの大火災の事例がある。シカゴは 2 日間
にわたる火災によって、人口中の1万人が避難し、300人が死亡、全人口の1/3にあたる10万人の人々が
家を失ったとされる。しかし、シカゴはこの後に急速に成長し、1890年にはニューヨークに次ぐアメリカ


























































(1958 年 7 月から 1960 年 12 月)までの中間時期に当たり、非常な好景気の時期にあったことによるもの
と推測される。水谷も「地域社会へのインパクトは相対的に小さく，社会経済指標の落ち込みは短期間で
済み，すぐに災害前の上昇の趨勢に復帰した」(水谷,2009)と指摘している。当時の新聞報道においても、
10 月 6 日には「災害復旧に明暗」(中部日本新聞、以下同じ)との記事が掲載されたが、5 日後の 11 日に





























































































スピンオフを二つに分類し、「necessity spin off」と「opportunity spin off」(Buenstorf,2009)とに分類し




















































































































  2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 
総数 114,190 101,527 91,688 88,195 90,523 93,384 99,035 105,896 
仙台法務局管内 4,362 3,883 3,371 3,263 3,277 3,658 4,844 5,249 
仙台 1,444 1,306 1,118 1,125 1,209 1,456 1,831 1,835 
青森 538 496 448 449 370 367 534 586 
盛岡 509 438 372 336 354 435 539 637 
秋田 411 347 287 299 300 332 385 390 
山形 466 390 323 307 317 331 387 438 
福島 994 906 823 747 727 737 1,168 1,363 
管区/全国 3.8% 3.8% 3.7% 3.7% 3.6% 3.9% 4.9% 5.0% 
被災/管区 67.6% 68.2% 68.6% 67.7% 69.9% 71.8% 73.0% 73.1% 
(法務省法人登記統計から筆者作成) 
 
 (図表13 登記伸び率) 
  2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 
総数 88.9% 90.3% 96.2% 102.6% 103.2% 106.1% 106.9% 
仙台法務局管内 89.0% 86.8% 96.8% 100.4% 111.6% 132.4% 108.4% 
仙台 90.4% 85.6% 100.6% 107.5% 120.4% 125.8% 100.2% 
青森 92.2% 90.3% 100.2% 82.4% 99.2% 145.5% 109.7% 
盛岡 86.1% 84.9% 90.3% 105.4% 122.9% 123.9% 118.2% 
秋田 84.4% 82.7% 104.2% 100.3% 110.7% 116.0% 101.3% 
山形 83.7% 82.8% 95.0% 103.3% 104.4% 116.9% 113.2% 
福島 91.1% 90.8% 90.8% 97.3% 101.4% 158.5% 116.7% 
管区/全国 100.1% 96.1% 100.6% 97.8% 108.2% 124.9% 101.3% 
被災/管区 101.0% 100.5% 98.6% 103.3% 102.8% 101.7% 100.0% 
              (法務省法人登記統計から筆者作成) 
 
全国的な登記件数の動向を見ると、登記件数は経済不況と起業意欲の低下により低下していたが、2008
年のリーマンショックの発生によってさらに減少し、2006年の 114,190件から 2009年の 88,195件へと
大幅に減少していた。特に東北地方(仙台法務局管内)の減少は、全国以上の減少となっている。 
一方、震災以後の東北管内の登記数、伸び率は全国を大きく上回っていることも分かる。全国に占める
比率も 2010 年の 3.6％から 2013 年には 5.0％になる等、急激に上昇した。しかも統計を見ると、登記の






























全国 5,453,635  5,165,848  287,787  1.89% 951,331  6.26% 5,886,193  
  100 札幌市 74,335  68,934  5,401  2.63% 15,385  7.50% 79,415  
  100 仙台市 45,845  42,048  3,797  3.06% 9,674  7.80% 48,006  
  100 さいたま市 40,692  38,118  2,574  2.31% 7,130  6.41% 43,066  
  100 千葉市 28,629  26,866  1,763  2.26% 5,056  6.48% 30,198  
 13 東京都 627,357  589,805  37,552  2.12% 130,356  7.37% 684,895  
  100 横浜市 114,454  106,907  7,547  2.40% 21,875  6.94% 121,943  
  130 川崎市 40,916  38,459  2,457  2.19% 7,086  6.30% 43,525  
  150 相模原市 23,124  21,664  1,460  2.28% 4,181  6.53% 24,790  
  100 新潟市 35,817  34,049  1,768  1.80% 5,472  5.57% 38,003  
  100 静岡市 36,579  34,676  1,903  1.88% 6,086  6.03% 39,089  
  130 浜松市 36,445  34,574  1,871  1.87% 5,964  5.95% 38,771  
  100 名古屋市 121,778  113,374  8,404  2.49% 23,933  7.08% 130,787  
  100 京都市 73,391  69,603  3,788  1.82% 12,954  6.24% 80,349  
  100 大阪市 189,234  177,858  11,376  2.11% 40,580  7.54% 208,289  
  140 堺市 29,198  27,544  1,654  2.04% 5,437  6.69% 31,446  
  100 神戸市 67,806  62,368  5,438  2.89% 14,001  7.45% 72,748  
  100 岡山市 31,318  29,580  1,738  2.04% 5,167  6.06% 32,983  
  100 広島市 53,302  49,896  3,406  2.30% 10,478  7.09% 57,209  
  100 北九州市 43,288  40,895  2,393  1.97% 7,963  6.55% 47,064  
  130 福岡市 68,821  63,385  5,436  2.86% 14,315  7.53% 73,601  




























全国 5,886,193 5,421,749 413,195 2.55% 998,395  6.15% 5,903,617  
  100 札幌市 79,415 70,716 7,810 3.90% 15,370  7.67% 72,900  
  100 仙台市 48,006 42,802 4,501 3.56% 10,076  7.98% 45,943  
  100 さいたま市 43,066 39,278 3,070 2.82% 7,071  6.50% 39,555  
  100 千葉市 30,198 27,526 2,048 2.72% 4,879  6.49% 27,353  
 13 東京都 547,610 504,097 35,095 2.32% 117,477  7.78% 549,199  
  100 横浜市 121,943 109,294 10,595 3.58% 19,775  6.69% 107,557  
  130 川崎市 43,525 39,641 3,270 3.03% 6,577  6.09% 39,260  
  100 静岡市 39,089 36,103 2,696 2.57% 6,662  6.35% 38,166  
  100 名古屋市 130,787 118,960 10,592 3.00% 25,126  7.11% 128,419  
  100 京都市 80,349 73,832 5,623 2.65% 13,687  6.45% 77,108  
  100 大阪市 208,289 188,960 16,872 3.07% 41,066  7.47% 199,853  
  140 堺市 31,446 28,397 2,752 3.40% 5,660  6.99% 29,445  
  100 神戸市 72,748 65,356 6,478 3.30% 14,796  7.53% 71,469  
  100 広島市 57,209 51,610 4,934 3.32% 10,232  6.88% 54,051  
  100 北九州市 47,064 42,890 3,843 3.02% 8,937  7.03% 46,219  
  130 福岡市 73,601 64,912 7,821 4.11% 14,876  7.82% 69,164  
※平成18年10月1日と平成21年7月1日間(33カ月間)の比較 
※平成21年 経済センサス-基礎調査 「第13表 存続・新設・廃業別民営事業所数及び男女別従業者数」及び平成18年企業・
























24-21      
事業所 
24-21      
従業員 
従業員    
変化率 
A～R 全産業(S公務を除く) 45,845 529,525 48,444 562,136 -2,599 -32,611 -6.2% 
D 建設業 4,122 45,530 4,342 46,332 -220 -802 -1.8% 
06 総合工事業 1,495 20,318 1,414 19,749 81 569 2.8% 
07 職別工事業(設備工事業を除く) 1,229 9,045 1,428 9,892 -199 -847 -9.4% 
08 設備工事業 1,309 15,465 1,500 16,691 -191 -1,226 -7.9% 
E 製造業 1,385 21,380 1,497 21,878 -112 -498 -2.3% 
09 食料品製造業 172 4,619 180 4,849 -8 -230 -5.0% 
14 パルプ・紙・紙加工品製造業 39 337 39 582 0 -245 -72.7% 
15 印刷・同関連業 290 5,022 356 4,515 -66 507 10.1% 
21 窯業・土石製品製造業 47 808 58 1,103 -11 -295 -36.5% 
24 金属製品製造業 111 1,105 148 1,342 -37 -237 -21.4% 
26 生産用機械器具製造業 73 584 64 588 9 -4 -0.7% 
28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 23 672 21 1,194 2 -522 -77.7% 
29 電気機械器具製造業 66 1,139 66 789 0 350 30.7% 
32 その他の製造業 171 1,500 154 966 17 534 35.6% 
G 情報通信業 908 22,677 974 22,537 -66 140 0.6% 
37 通信業 95 5,316 114 5,017 -19 299 5.6% 
39 情報サービス業 525 12,946 539 13,232 -14 -286 -2.2% 
40 インターネット附随サービス業 43 998 67 508 -24 490 49.1% 
41 映像・音声・文字情報制作業 201 2,054 226 2,574 -25 -520 -25.3% 
I 卸売業，小売業 13,340 127,296 14,449 143,135 -1,109 -15,839 -12.4% 
50 各種商品卸売業 32 316 15 180 17 136 43.0% 
51 繊維・衣服等卸売業 180 2,132 199 2,500 -19 -368 -17.3% 
52 飲食料品卸売業 859 11,481 876 12,463 -17 -982 -8.6% 
53 建築材料，鉱物・金属材料等卸売業 1,213 9,989 1,221 10,293 -8 -304 -3.0% 
54 機械器具卸売業 2,003 18,759 2,267 21,635 -264 -2,876 -15.3% 
56 各種商品小売業 20 3,095 44 6,898 -24 -3,803 -122.9% 
58 飲食料品小売業 2,257 27,303 2,674 31,340 -417 -4,037 -14.8% 
59 機械器具小売業 896 7,921 1,083 10,131 -187 -2,210 -27.9% 
60 その他の小売業 2,858 21,227 3,306 25,085 -448 -3,858 -18.2% 
61 無店舗小売業 293 2,849 107 1,521 186 1,328 46.6% 
M 宿泊業，飲食サービス業 5,747 50,873 5,903 53,976 -156 -3,103 -6.1% 
75 宿泊業 282 6,067 311 6,977 -29 -910 -15.0% 
76 飲食店 5,063 39,981 5,230 41,605 -167 -1,624 -4.1% 














24-21      
事業所 
24-21      
従業員 
従業員    
変化率 
P 医療，福祉 3,246 53,971 3,011 51,668 235 2,303 4.3% 
83 医療業 2,047 29,501 1,988 28,766 59 735 2.5% 
84 保健衛生 27 1,601 51 1,858 -24 -257 -16.1% 


































































向を示している。しかし、③では、、Q1 は 20.3％→32.0％と増加しているが、Q15 は 23.8％→16.5％と
逆に減少している。 
 






















 仙台 福岡 札幌 
Q1 ％ ％ ％ 
予備軍 40.2 32.6 32.7 
起業家 25.7 32.0 23.0 
Q15 ％ ％ ％ 
予備軍 38.4 23.7 30.7 
























































































































































具体的な消費の拡大効果を考察するために宮城県内の地震保険金支払額を見ると、2012 年 2 月 1 日時

























































内陸部 26.4 0.8 
沿岸部 7.4 3.5 
合計 33.8 4.3 
宮城県 
内陸部 31.4 1.6 
沿岸部 23.2 4.9 
合計 54.6 6.5 
福島県 
内陸部 34.3 1.3 
沿岸部 15.9 1.9 
合計 50.3 3.1 
茨城県 
内陸部 47.8 1.0 
沿岸部 21.7 1.5 
合計 69.6 2.5 
4県計 
内陸部 140.0 4.6 
沿岸部 68.3 11.8 






















































































































機器メーカーであるモンスター社によって世界 12 か国・地域で販売されており、現在まで約 3,000 台を
販売している(2015年3月2日付 日経産業新聞)。特に日本、アメリカ、ドバイ等での販売が好調である。 
 
(図表28 GO DJの全体図と基盤) 
 









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































                                                   
3 Teach For Americaとはアメリカの教育改革を目指すNPOで、ウェンディ・コップにより1989年に設立された。2014年
時点では、一流大学の学部卒業生を国内各地の教育困難の50の地域に派遣し、60万人以上の生徒の教育を行っている。





















































































































































































































































2.4.1 社会的ネットワークとスケールフリー、ゲートキーパ  ー
今回の起業家のもつネットワークについての調査で判明したことは、起業家自身のネットワークが拡大
していることに加え、起業支援者のネットワークも拡大していることである。起業家のネットワークの拡
















































第 1 に、ネットワーク密度である。紐帯数は 6 人全員が互いに知り合いの場合は 30 となる(30=6×5)。
これによって調査者 10 人の紐帯数は最小で 12、最大で 24、平均で 17.10、平均ネットワーク密度は
0.57(17.10/30)である。 
第2に、起業家と相談者の接触頻度から、紐帯の強さの識別を行う。接触頻度を「①ほとんど毎日 ②
少なくとも週1回 ③少なくとも月に1回 ④1月に1回以下 ⑤不明」の5段階に分類し、数字が少な
















                                                   






















1 14 0.47  0.47  3 3 ソフトウェア 
2 21 0.70  0.67  5 0 コーチング 
3 12 0.40  0.46  2 2 教育関係NPO 
4 24 0.80  0.60  2 0 飲食 
5 16 0.53  0.35  3 1 食品 
6 13 0.43  0.42  2 1 食品 
7 20 0.67  0.50  2 0 IT教育 
8 13 0.43  0.43  2 2 アニメ関係イベント 
9 16 0.53  0.37  3 2 ソフトウェア 
10 22 0.73  0.40  3 1 コーチング・飲食 


































(図表37  Y.I氏の起業ネットワーク) 
 
 
















(図表38  K.K氏の起業ネットワーク) 
 
 
2.5.4 図表36の NO4：ネットワークが経営資源を拡大した事例 
杉山健一氏は、8 年前から仙台市内で数店舗のラーメン店を経営していた人物である。このうちの 1 店
















































































































































































































































象数は各都市の震災前に起業した者 200名、震災後に起業した者 100名、起業家予備軍 100名(仙台市は
200名)を集めた。すなわち必要サンプル数に達するまで、抽出を繰り返し、対象者にアンケートを発送し
たものである。今回の調査では、様々な先行調査(例えば日本政策金融公庫の新規開業に関する各年度調査









  各県内 地域 1) 全国 海外 合計 
地元 
起業家 
201 190 157 168 716 
28.1% 26.5% 21.9% 23.5% 100% 
移動 
起業家 
18 34 34 47 133 
13.5% 25.6% 25.6% 35.3% 100% 







































































































































































































































規模は美容と理容併せて 2 兆円くらい。外食の 30 兆円とはだいぶ違うが、零細企業がいっぱい。店
舗数は日本では美容室が20万件ある。コンビニは5万件。 




















で、津波被害で 200～300店舗が流出していることも分かっている。日本の美容業界の 1 店舗当たり






































































































































































































































































































3. 事例 3：上山康博氏(百戦錬磨代表取締役社長) 





















んだろうから』と言ってもいた。若い時に遊んでいたやつらが 40 歳位の時に IPO をするのを見た。
その代表的なものがKLabの真田(筆者注：同社代表取締役 真田哲弥氏)」(上山康博氏へのインタビ





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































種類 通常の調達方法 実際に採用された方法 
資金 競争資金獲得、銀行借入等 Kickstarter.com 
広告宣伝 広告代理店、宣伝会社との折衝 パブリシティ 
人的資源 自社雇用、外部委託 ソーシャルメディア 
知的財産 特許取得、ライセンス購入 オープンソース 
生産設備 設備投資、既存ライン変更 被災工場の技術活用 










































































































































































































































































6 章の移動起業家がそのような社会的ネットワークの中で新しい事業を試みることは、第 5 章の起業家
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